
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

執行早期化のために
講じている工夫

本事業に係る説明会を全国各地で実施しており、事業開始直後から利用者たる建設企業が即時に利用できるよう努めている。
本事業のパンフレットを作成し、建設業団体、各都道府県、建設機械メーカー等の協力を得て、周知活動を実施している。
建設機械メーカーの協力を得て、本事業の対象となる建設機械の機種一覧表を作成し、ウェブサイトを通じて建設企業に公表し
た。

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

http://www.kensetsu-kikin.or.jp/

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

平成24年度補正予算額 13億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

　　　　一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

建設企業による災害対応能力の向上を図るため、国又は地方公共団体と災害協定を締結している地域の建設企業
による、災害時に使用される一定の建設機械等の購入に対し、借入金の金利助成を行う。
併せて、既存の建設業金融円滑化基金を拡充し、建設企業の資金調達の円滑化を図る。

実施方法 　□直接実施　　　□委託・請負　　　　■補助金　　　　□負担金　　　　□交付金　　　　□貸付金　　　　□その他（　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

【建設業災害対応金融支援事業】
平成２５年３月末までに全額執行。平成２６年３月末までに、申請対象機械の購入見込台数２０００台以上。
平成２５年６月末までに、申請対象機械の購入見込合計台数が５００台以上。
【地域建設業経営強化融資制度】
平成２５年３月末までに全額執行。平成２６年３月末までの融資見込件数の前年度比増。
平成２５年６月末までの融資見込件数が、前年度の６月末までの融資件数に対し、増加していること。

事業を利用した建設企業数を1400社にする。

対策における施策の名称
地域建設業経営強化融資制度及び下請債権保全支援事業の拡充・強化：地域雇用・地域経済・地域防災を支える建
設企業の支援

（事業名）
災害対応を円滑に実施するための取組を行う地域の建設企業への支援
及び建設業金融円滑化事業の強化

新規/既存 □新規　　　■既存

対策の柱立て（小区分①）
（２）公共交通の活性化など地域経済・産業の活力向上に資する取組の
推進

担当課 建設市場整備課

対策の柱立て（小区分②） -

事業番号 326

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗管理シート（国土交通省）

対策の柱立て（大区分） Ⅲ．暮らしの安心・地域活性化

担当部局 土地・建設産業局

対策の柱立て（中区分） ２．地域の特色を生かした地域活性化

国 

(一財)建設業振興基金 

平成２５年４月１日 

事業協同組合等 

元請建設企業 

災害時において使

用される建設機械

等を購入する建設

企業 

・平成２５年４月１日に国から（一財）建設業振

興基金に補助金を交付。 
 

【地域建設業経営強化融資制度】 

・（一財）建設業振興基金から事業協同組合

等に対し、前年度より継続的に助成金を交付

することを通じて元請建設企業の資金調達を

円滑化。 

【建設業災害対応金融支援事業】 

・未実施（ただし、平成２５年５月２７日時点で４

４件の申請を受けた。） 
 
 

（※） 

【進捗ステップのイメージ図】 

※平成２５年３月１３日より申

請受付を開始。平成２５年５

月２７日時点で４４件の申請を

受け付けた。 

平成２５年４月１日以降 

引き続き助成を実施 

平成２５年４月１日以降 

引き続き助成を実施 


